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Data Collabo 
～国勢調査データ～

Data Collabo では、前回（Collabo Letter №１）に引き続き、1970 年～2015 年の国調データに基づき、

地域における過去 45 年間の人口動向を概観する。前回は、都道府県単位の動向が中心であったが、今回は

市区町村単位を中心に概観する。 

45 年間というスパンは、これを将来に向けて反転させると「人口ビジョン」目標年の 2060 年となる。 

※2015 年国勢調査による全国 1,741 市区町村を基本に集計・分析しており、

1970年以降の合併により消滅した市町村は合併後の自治体データとして

集約されている。 

※東京都特別区については 23 区をそれぞれ個別に集計している（総務省の

国勢調査人口集計速報では特別区部として一括処理）。 

1 北海道 北広島市 250.4% 1 茨城県 守谷市 107.1% 1 兵庫県 三田市 73.1% 1 東京都 中央区 69.3% 1 東京都 千代田区 23.8% 1 千葉県 浦安市 649.9%

2 東京都 多摩市 210.5% 2 千葉県 印西市 84.0% 2 愛知県 みよし市 47.9% 2 東京都 千代田区 30.7% 2 東京都 港区 18.7% 2 北海道 北広島市 506.3%

3 千葉県 浦安市 195.6% 3 千葉県 富里市 83.8% 3 和歌山県 岩出市 46.6% 3 東京都 港区 28.7% 3 東京都 中央区 14.9% 3 千葉県 白井市 487.4%

4 埼玉県 坂戸市 183.2% 4 愛知県 長久手市 81.2% 4 千葉県 八街市 45.1% 4 愛知県 みよし市 26.0% 4 東京都 台東区 12.8% 4 茨城県 守谷市 426.5%

5 京都府 八幡市 182.4% 5 千葉県 浦安市 78.9% 5 千葉県 印西市 44.7% 5 茨城県 守谷市 24.1% 5 愛知県 長久手市 10.7% 5 愛知県 長久手市 408.9%

6 神奈川県 綾瀬市 160.7% 6 兵庫県 三田市 76.7% 6 愛知県 日進市 39.4% 6 千葉県 浦安市 24.0% 6 埼玉県 戸田市 10.6% 6 埼玉県 鶴ヶ島市 379.9%

7 沖縄県 豊見城市 150.9% 7 埼玉県 鶴ヶ島市 76.0% 7 千葉県 大網白里市 39.0% 7 東京都 稲城市 22.5% 7 茨城県 つくばみらい市 10.5% 7 東京都 多摩市 378.0%

8 埼玉県 鶴ヶ島市 144.8% 8 千葉県 八街市 56.7% 8 茨城県 守谷市 38.3% 8 東京都 江東区 22.3% 8 東京都 渋谷区 9.9% 8 沖縄県 豊見城市 363.7%

9 大阪府 大阪狭山市 142.3% 9 三重県 名張市 54.9% 9 千葉県 白井市 36.0% 9 愛知県 長久手市 20.1% 9 東京都 江東区 8.1% 9 岩手県 滝沢市 362.4%

10 千葉県 白井市 137.6% 10 山梨県 中央市 53.9% 10 岩手県 滝沢市 34.5% 10 愛知県 日進市 20.0% 10 沖縄県 沖縄市 7.0% 10 茨城県 牛久市 336.0%

11 石川県 野々市市 134.0% 11 東京都 多摩市 51.7% 11 茨城県 龍ケ崎市 34.4% 11 千葉県 白井市 19.7% 11 埼玉県 吉川市 6.8% 11 千葉県 富里市 309.8%

12 埼玉県 三郷市 129.7% 12 茨城県 牛久市 51.1% 12 福岡県 筑紫野市 32.4% 12 京都府 木津川市 18.6% 12 沖縄県 豊見城市 6.8% 12 愛知県 日進市 309.6%

13 千葉県 四街道市 124.6% 13 千葉県 白井市 48.5% 13 千葉県 東金市 31.9% 13 奈良県 香芝市 18.5% 13 東京都 文京区 6.4% 13 石川県 野々市市 305.4%

14 岩手県 滝沢市 114.1% 14 岩手県 滝沢市 48.4% 14 愛知県 長久手市 28.5% 14 東京都 文京区 17.4% 14 千葉県 流山市 6.4% 14 埼玉県 吉川市 276.6%

15 埼玉県 吉川市 110.0% 15 奈良県 香芝市 45.4% 15 北海道 江別市 27.4% 15 滋賀県 守山市 16.8% 15 石川県 野々市市 6.2% 15 埼玉県 坂戸市 272.2%

～ ～ ～ ～ ～ ～

799 山口県 美祢市 -15.6% 799 三重県 尾鷲市 -13.5% 799 三重県 熊野市 -12.2% 799 熊本県 上天草市 -15.3% 799 青森県 つがる市 -10.5% 799 長崎県 対馬市 -46.4%

800 北海道 士別市 -15.8% 800 東京都 新宿区 -13.7% 800 北海道 室蘭市 -12.4% 800 三重県 尾鷲市 -15.4% 800 高知県 室戸市 -11.1% 800 大分県 津久見市 -47.1%

801 大分県 竹田市 -16.0% 801 北海道 根室市 -13.9% 801 高知県 土佐清水市 -12.6% 801 長崎県 平戸市 -16.1% 801 北海道 三笠市 -11.2% 801 三重県 熊野市 -47.4%

802 東京都 墨田区 -17.2% 802 石川県 珠洲市 -14.2% 802 三重県 尾鷲市 -12.7% 802 広島県 江田島市 -16.3% 802 奈良県 御所市 -11.2% 802 北海道 士別市 -47.8%

803 東京都 豊島区 -18.6% 803 東京都 渋谷区 -16.8% 803 北海道 留萌市 -12.7% 803 長崎県 五島市 -16.3% 803 北海道 美唄市 -11.5% 803 大分県 竹田市 -47.9%

804 北海道 美唄市 -18.6% 804 東京都 中央区 -17.7% 804 広島県 江田島市 -13.4% 804 北海道 美唄市 -16.5% 804 宮城県 気仙沼市 -11.7% 804 岩手県 釜石市 -49.5%

805 東京都 荒川区 -19.8% 805 北海道 歌志内市 -18.7% 805 大分県 津久見市 -13.6% 805 長崎県 対馬市 -16.5% 805 北海道 芦別市 -11.7% 805 石川県 珠洲市 -49.9%

806 東京都 中央区 -20.4% 806 岩手県 釜石市 -19.6% 806 石川県 輪島市 -14.3% 806 石川県 珠洲市 -17.9% 806 三重県 熊野市 -11.9% 806 高知県 室戸市 -50.7%

807 東京都 台東区 -22.7% 807 東京都 港区 -21.2% 807 石川県 珠洲市 -15.4% 807 徳島県 三好市 -19.7% 807 秋田県 男鹿市 -12.1% 807 北海道 美唄市 -51.3%

808 北海道 芦別市 -22.9% 808 北海道 室蘭市 -21.5% 808 北海道 芦別市 -16.2% 808 北海道 赤平市 -19.8% 808 北海道 赤平市 -12.2% 808 徳島県 三好市 -51.7%

809 東京都 千代田区 -26.1% 809 北海道 赤平市 -23.8% 809 高知県 室戸市 -16.5% 809 北海道 芦別市 -20.9% 809 高知県 土佐清水市 -14.0% 809 北海道 芦別市 -65.6%

810 北海道 赤平市 -27.0% 810 北海道 芦別市 -23.9% 810 北海道 赤平市 -18.8% 810 高知県 室戸市 -21.9% 810 岩手県 陸前高田市 -15.2% 810 北海道 赤平市 -68.2%

811 北海道 夕張市 -40.3% 811 北海道 三笠市 -26.9% 811 北海道 三笠市 -20.5% 811 北海道 三笠市 -24.6% 811 北海道 歌志内市 -18.2% 811 北海道 三笠市 -77.6%

812 北海道 三笠市 -42.5% 812 東京都 千代田区 -28.0% 812 北海道 歌志内市 -28.2% 812 北海道 歌志内市 -26.2% 812 福島県 南相馬市 -18.5% 812 北海道 歌志内市 -81.4%

813 北海道 歌志内市 -47.4% 813 北海道 夕張市 -49.7% 813 北海道 夕張市 -29.5% 813 北海道 夕張市 -26.2% 813 北海道 夕張市 -19.0% 813 北海道 夕張市 -87.3%

1 奈良県 上牧町 267.0% 1 千葉県 栄町 135.5% 1 宮城県 利府町 82.9% 1 三重県 朝日町 43.3% 1 福岡県 新宮町 22.9% 1 宮城県 富谷町 950.3%

2 宮城県 富谷町 183.6% 2 大阪府 豊能町 89.8% 2 北海道 南幌町 72.9% 2 富山県 舟橋村 37.8% 2 鹿児島県 十島村 15.4% 2 奈良県 上牧町 392.8%

3 大阪府 豊能町 153.0% 3 兵庫県 猪名川町 87.0% 3 富山県 舟橋村 57.0% 3 京都府 精華町 35.2% 3 宮城県 大和町 13.5% 3 宮城県 利府町 346.8%

4 東京都 小笠原村 140.3% 4 宮城県 富谷町 76.7% 4 群馬県 玉村町 53.6% 4 埼玉県 滑川町 35.0% 4 沖縄県 与那原町 12.9% 4 福岡県 那珂川町 344.9%

5 埼玉県 鳩山町 122.3% 5 北海道 占冠村 70.0% 5 京都府 精華町 50.4% 5 熊本県 菊陽町 33.1% 5 沖縄県 与那国町 11.2% 5 埼玉県 伊奈町 339.4%

6 福岡県 那珂川町 120.9% 6 三重県 東員町 63.8% 6 宮城県 富谷町 45.9% 6 埼玉県 伊奈町 31.9% 6 山梨県 昭和町 10.5% 6 兵庫県 猪名川町 338.7%

7 奈良県 平群町 113.4% 7 埼玉県 鳩山町 63.2% 7 福岡県 新宮町 44.8% 7 宮城県 富谷町 31.0% 7 北海道 東神楽町 10.1% 7 大阪府 豊能町 304.5%

8 埼玉県 伊奈町 107.7% 8 沖縄県 西原町 56.3% 8 北海道 東神楽町 41.0% 8 石川県 川北町 24.9% 8 沖縄県 中城村 10.0% 8 東京都 小笠原村 286.6%

9 長崎県 長与町 105.8% 9 大阪府 熊取町 53.0% 9 兵庫県 猪名川町 35.0% 9 神奈川県 開成町 22.2% 9 三重県 朝日町 9.7% 9 熊本県 菊陽町 276.8%

10 奈良県 河合町 105.3% 10 千葉県 酒々井町 50.7% 10 群馬県 上野村 33.5% 10 福岡県 粕屋町 20.6% 10 宮城県 富谷町 9.7% 10 愛知県 東郷町 272.5%
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919 宮崎県 西米良村 -37.1% 919 北海道 中頓別町 -27.3% 918 山口県 上関町 -21.9% 918 奈良県 東吉野村 -26.3% 912 奈良県 川上村 -19.7% 912 群馬県 神流町 -71.6%

920 北海道 下川町 -38.0% 920 北海道 上川町 -28.3% 919 熊本県 五木村 -22.1% 919 群馬県 神流町 -26.7% 913 青森県 風間浦村 -19.7% 913 熊本県 五木村 -73.9%

921 山梨県 早川町 -38.2% 921 青森県 外ヶ浜町 -28.7% 920 群馬県 神流町 -22.8% 920 群馬県 南牧村 -27.5% 914 福島県 広野町 -20.2% 914 群馬県 南牧村 -74.2%

922 沖縄県 渡名喜村 -39.3% 922 北海道 下川町 -29.4% 921 山梨県 早川町 -23.3% 921 高知県 大川村 -27.8% 915 奈良県 黒滝村 -22.0% 915 北海道 羽幌町 -74.4%

923 北海道 西興部村 -40.7% 923 北海道 幌加内町 -29.6% 922 群馬県 南牧村 -23.9% 922 山梨県 早川町 -28.4% 916 岩手県 大槌町 -23.2% 916 奈良県 東吉野村 -75.2%

924 北海道 占冠村 -43.8% 924 長野県 王滝村 -29.9% 923 北海道 礼文町 -24.7% 923 長野県 南相木村 -29.2% 917 奈良県 上北山村 -25.3% 917 北海道 上砂川町 -77.8%

925 愛知県 豊根村 -45.0% 925 青森県 今別町 -30.0% 924 高知県 大川村 -24.9% 924 奈良県 黒滝村 -29.6% 918 宮城県 山元町 -26.3% 918 山梨県 早川町 -78.0%

926 北海道 幌加内町 -48.6% 926 北海道 福島町 -30.2% 925 北海道 利尻町 -27.5% 925 奈良県 野迫川村 -33.1% 919 福島県 川内村 -28.3% 919 奈良県 川上村 -78.1%

927 高知県 大川村 -52.3% 927 熊本県 五木村 -36.4% 926 北海道 利尻富士町 -30.8% 926 奈良県 川上村 -35.8% 920 宮城県 南三陸町 -29.0% 920 北海道 幌加内町 -79.1%

928 北海道 羽幌町 -53.6% 928 北海道 上砂川町 -40.3% 927 北海道 占冠村 -31.2% 927 群馬県 上野村 -42.8% 921 宮城県 女川町 -37.0% 921 高知県 大川村 -79.1%

※1990年代・2000年代については三宅村を除く。2010年代前半・過去45年間については、福島県内７町村（浪江町・双葉町・大熊町・富岡町・飯舘村・葛尾村・楢葉町）を除く。

町村 町村 町村 町村 町村 町村

市区 市区 市区 市区 市区 市区

人口増加率

1970年代(1970⇒1980年） 1980年代(1980⇒1990年） 1990年代(1990⇒2000年） 2000年代(2000⇒2010年） 2010年代前半(2010⇒2015年） 過去45年間（1970⇒2015年）

バブル後の 2000 年代以降、東京特別区部への人口集中が顕著 

○1970 年代、1980 年代は、モータリゼーションの進展等を背景とする、いわゆる“郊外化”の時代であり、東京特別区が

人口増加率の下位に名前を連ねるとともに、多摩市などの東京“郊外”都市が上位に並ぶ。

○バブル崩壊後の 2000 年代以降になると、一転、都心３区を中心に急激な人口増加を示している。

地方人口の減少を伴う人口集中は 1980 年以降の大きなトレンド 

○5 年毎の人口増加都市（市区町村）の状況をみると、1980 年には 1,043 都市で人口が

増加しており、これらの 1,043 都市で我が国総人口の 78.0％、国土面積の 51.7％を占

めていた。

○しかし、1980 年以降は人口増加都市数は減少傾向での推移を始めており、この時から

地方から東京圏等の大都市部への恒常的な人の流れと、それに伴う地方人口の減少が

始まったことがみてとれる。

○1995 年に一旦人口増加都市が増えているが、これはバブル崩壊により大都市部、特に

東京における労働市場の冷え込みに伴い、地方への回帰現象が生じたことによるもの

である。

○1980 年以降のこうしたトレンドの結果として、2015 年の人口増加都市は 324 都市にま

で減少しており、その人口シェアは 48.4％、面積シェアは 9.9％となっている。換言

すれば、我が国の国土面積の 10％足らずのエリアが今日の人口増加エリアであり、そ

こに総人口のおよそ半分を占める人口が集中していることになる。

○過去 45 年間に人口が 10 倍以上（人口増加率 950.3％）

に増えた町、それが富谷町だ（右表参照）。

○1970 年代から 2010 年代前半に至るすべての期間で人口

増加率の町村トップテンにランクインするなど、長期的・安定的に成長してきた“勝

ち組”の町と言える。

○仙台市に隣接し、典型的なベッドタウンとして発展してきており、近年では近隣自治

体にグローバル拠点となる生産ラインを構えるトヨタ自動車東日本への通勤利便性

も魅力となっている。2015 年の人口は 51,592 人で、平成 28 年 10 月 10 日の市制移

行が予定されいる。
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世界文化遺産に登録された「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産

のひとつである軍艦島について視察した。この視察に先駆け、島の歴史について調査・分析を行う中

で捉えたキーワードの一つが“離島”であった。 

※本稿では北海道・本州・四国・九州・沖縄本島

を「本土」、これを除く島を「離島」とする。 

※1970 年以降の合併により消滅した市町村は合

併後の自治体データとして集約している。 

高島町の栄枯盛衰 

○軍艦島（端島）を含む高島・飛島・中ノ島という４つの離島のみで構成

される自治体であった高島町は、1970 年頃まで各島から採掘される良質

な石炭によって繁栄した。特に軍艦島においては島の人口のピーク時に

おける人口密度が 83,600 人/km²と世界一を誇った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○しかしながら、主要なエネルギーが石炭から石油へ移行する中、1974 年

に軍艦島の炭鉱が閉山されたことを皮切りに、他に大きな産業を持たな

い高島町の人口は急激に減少、長崎市へ編入された 2005 年１月時点では

778 人（長崎県推計人口）と日本で最も人口の少ない町となっていた。 

○基本的にこうした離島のみで構成される自治体については、地域の産業

や交通をはじめとする公共サービス等が限定されることから、本土の自

治体と比較して人口の維持がより困難な状況にあると考えられる。 
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（国勢調査）

高島町の人口推移 

離島のみで構成される自治体の人口の状況 

○離島のみで構成される自治体の 2015 年の人口をみると、天草市が 82,770 人と最も多く、青ヶ島村が 178 人と最も少なくなっている。 

○こうした自治体について、1970 年から 2015 年までの 45 年間の人口の推移をみると、人口増加率が大きい上位 10 市町村は（人口が増加

しているのは５市村のみ）うち５村が東京都の自治体、５市町村が沖縄県の自治体となっている。また、人口減少率が大きい上位 10 市

町村をみると、うち５町が北海道の自治体となっている。 

人口減少率が大きい上位 10 市町村（1970⇒2015） 

（単位：人） 

（国勢調査） 

都道府県別、離島のみで構成される自治体数と人口 

（自治体数：日本離島センター「離島関係市町村一覧」等から独自集計、人口：国勢調査） 

○2010 年から 2015 年までの５年間の人口の推移をみると、人口が増加している自

治体は８市町村で、そのうち小笠原村・石垣市を除いた６町村が 2010 年までの

減少傾向から増加へと転換している。 

○人口減少に歯止めをかけるというテーマを掲げた地方創生をはじめ、国全体がこ

うした取組を進める中で、近年頻繁にそのまちづくりが成功事例として取りざた

される海士町の例を挙げるまでもなく、過酷な条件下においてすでに人口の増加

や人口減少の抑制を成し遂げている離島のみで構成される自治体の取組からは、

参考とし学びとるべきことが多いと考えられる。 

○ただし、人口規模が 1,000 人に満たないような小さな自治体における人口の変化

は、国勢調査人口によってその推移をみた場合、例えば大規模なインフラ整備に

よる作業員の流入・流出といった、実質的な定住人口とは直接関わりの少ない移

動が大きく影響している可能性があることについて、留意する必要がある。 

人口増加率が大きい上位 10 市町村（2010⇒2015） 
（単位：人） 

（国勢調査） 
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離島のみで構成される自治体の数 

○2016 年現在、離島のみで構成される自治体の数は 73（市 14、町村 59）と

なっており、九州・沖縄の自治体がその過半数を占めている。なお、こう

した自治体の人口の合計は 874,094 人となっている。 

 

人口規模が大きい上位５市・町村（2015） 

人口規模が小さい上位５市・町村（2015） 

町村
人口

（単位：人）
新上五島町
(長崎県)

19,722

周防大島町
(山口県)

17,203

小豆島町
(香川県)

14,870

隠岐の島町
(島根県)

14,591

土庄町
(香川県)

14,005

町村
人口

（単位：人）
青ヶ島村
(東京都)

178

御蔵島村
(東京都)

335

利島村
(東京都)

338

粟島浦村
(新潟県)

370

三島村
(鹿児島県)

407

市
人口

（単位：人）
西之表市

(鹿児島県)
15,958

江田島市
(広島県)

24,351

上天草市
(熊本県)

26,998

壱岐市
(長崎県)

27,106

対馬市
(長崎県)

31,468

（国勢調査） 

市
人口

（単位：人）
天草市

(熊本県)
82,770

佐渡市
(新潟県)

57,262

宮古島市
(沖縄県)

51,196

石垣市
(沖縄県)

47,660

南あわじ市
(兵庫県)

46,948

市町村 2010年 2015年
5年間の増減数
（2010⇒2015）

5年間の増減率
（2010⇒2015）

備考

十島村
(鹿児島県)

657 758 101 15.4% 減少⇒増加

与那国町
(沖縄県)

1,657 1,843 186 11.2% 減少⇒増加

小笠原村
(東京都)

2,785 3,023 238 8.5%
一貫増加

（2005年以降）
竹富町

(沖縄県)
3,859 3,995 136 3.5% 減少⇒増加

石垣市
(沖縄県)

46,922 47,660 738 1.6%
一貫増加

（1980年以降）
粟島浦村
(新潟県)

366 370 4 1.1% 減少⇒増加

座間味村
(沖縄県)

865 870 5 0.6% 減少⇒増加

神津島村
(東京都)

1,889 1,891 2 0.1% 減少⇒増加

海士町
(島根県)

2,374 2,354 -20 -0.8%
一貫減少

（1975年以降）
利島村

(東京都)
341 338 -3 -0.9% 増加⇒減少

人口増加率が大きい上位 10 市町村（1970⇒2015） 

（単位：人） 

（国勢調査） 

市町村 1970年 2015年
45年間の増減数
（1970⇒2015）

45年間の増減率
（1970⇒2015）

羽幌町
（北海道）

28,574 7,321 -21,253 -74.4%

利尻町
（北海道）

7,553 2,303 -5,250 -69.5%

小値賀町
（長崎県）

7,552 2,560 -4,992 -66.1%

利尻富士町
（北海道）

7,682 2,788 -4,894 -63.7%

礼文町
（北海道）

7,535 2,776 -4,759 -63.2%

奥尻町
(北海道)

6,425 2,693 -3,732 -58.1%

新上五島町
(長崎県)

46,762 19,722 -27,040 -57.8%

渡名喜村
(沖縄県)

1,004 430 -574 -57.2%

大崎上島町
(広島県)

17,872 8,037 -9,835 -55.0%

周防大島町
(山口県)

37,631 17,203 -20,428 -54.3%

市町村 1970年 2015年
45年間の増減数
（1970⇒2015）

45年間の増減率
（1970⇒2015）

小笠原村
（東京都）

782 3,023 2,241 286.6%

御蔵島村
（東京都）

203 335 132 65.0%

利島村
（東京都）

251 338 87 34.7%

石垣市
（沖縄県）

36,554 47,660 11,106 30.4%

渡嘉敷村
（沖縄県）

712 731 19 2.7%

神津島村
（東京都）

2,081 1,891 -190 -9.1%

北大東村
(沖縄県)

764 629 -135 -17.7%

竹富町
(沖縄県)

4,904 3,995 -909 -18.5%

座間味村
(沖縄県)

1,109 870 -239 -21.6%

青ヶ島村
(東京都)

234 178 -56 -23.9%

都道府県 自治体数
人口

(単位：人)
鹿児島県 19 164,570
沖縄県 15 125,366
東京都 9 26,495
北海道 5 17,881
長崎県 5 118,187
島根県 4 20,588
兵庫県 3 135,144
香川県 3 32,017
熊本県 3 117,509
その他 7 116,337

合計 73 874,094
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 ・差別と区別の差異はともかく、文化＝分化だなあの書。井上章一の
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◆外国語を学ぶための言語学の考え方（黒田龍之助）中公新書 ★★★
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